
令和８年９月

（京都市上下水道事業審議会資料）

今後の事業運営手法について

＜官民連携・政策連携、ＤＸ、広域連携＞
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国における検討状況（現在と2050年の比較）
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・ 現在と2050年を比較すると、全国的に人口減少・水需要の減少、施設の老朽化が

加速する見通し

出典：国土交通省資料
（第３回上下水道政策の
基本的なあり方検討会）



京都市の今後の水需要・更新事業量の見通し
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・ 本市においても、今後、水需要の減少が見込まれる(約30年後に▲22％)とともに、

施設の老朽化に伴う更新事業量は、平準化してもなお、現在よりも増加する見通し
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国における検討状況（上下水道事業の職員数）
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・ 上下水道事業に携わる職員数はピーク時から約４割減少。今後、人口減少により

担い手の不足が見込まれる状況

出典：国土交通省資料
（第１回上下水道政策の
基本的なあり方検討会）



京都市の職員数の推移

6

・ 平成８年度以降、業務執行体制の見直しや組織の統廃合のほか、主に維持管理

業務について順次委託化を図ることで職員数が減少（ピーク時から約４割減）

職員数の推移（水道・下水道計） 職員の年齢構成（令和５年度末）



持続可能な事業運営に向けて
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今後、事業環境の変化が見込まれる中、上下水道事業を将来にわたり持続させて

いくためには、様々な事業運営手法についての検討が必要

今回は、以下の３つの事業運営手法をテーマに議論

③ 広域連携

① 官民連携・政策連携

② ＤＸ 新たな技術を活用した業務プロセスの変革

民間のノウハウ・人材の活用、関連団体との政策連携

近隣自治体との広域的な事業連携
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事業者と一体となった事業運営の考え方
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・ 現行ビジョンでは、「定型業務・民間にノウハウがある業務」は積極的に民間委託、

上下水道事業の基幹業務のうち、「事業の根幹に関わる業務」は上下水道局が担い、
「事業運営上重要な業務」は上下水道サービス協会が担うという考え方を示している。

関連団体との更なる連携（政策連携）
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民間企業との更なる連携（官民連携）



官民連携の種類
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・ 官民連携は、民間企業の有する経営資源の活用により効率的な事業運営を行う手法

・ 連携の範囲等により、大きく下表のとおり区分

種類 内容 本市での導入事例

委託（仕様発注） 運転管理や修繕など、各業務を仕様を定めて個別で委託
これまで多くの
業務で導入

包括的民間委託
浄水場・処理場、給水区域、処理区域、管理区域ごとに性
能を規定して複数年にわたり包括的に委託

２事例
（R2・R7導入）

ＤＢ
（Design Build）

施設の設計・建設の業務を一体化し、民間事業者のノウハ
ウを活用して包括的に委託

１事例
（R6導入※施工中）

ＤＢＯ
（Design Build Operate）

施設の設計、建設、維持管理、修繕等の業務について民間
事業者のノウハウを活用して包括的に委託

１事例
（H30導入）

ＰＦＩ
（Private Finance Initiative）

施設の設計、建設、維持管理、修繕等の業務について民間
事業者の資金とノウハウを活用して包括的に委託

１事例
（R元導入）

管理・更新一体
マネジメント方式（☆）

維持管理と更新を一体的にパッケージし、長期契約（原則
１０年）かつ性能発注により包括的に委託

導入を検討中
（R9～導入検討中）

公共施設等運営事業（☆）
（コンセッション）

民間事業者が施設運営権を取得（所有権は自治体が有した
まま）し、利用者から直接料金を徴収して事業を運営

－

※ 国は☆の２種類をあわせて「水の官民連携」と定義し、導入を推進している（次ページ参照）



【参考】官民連携に関する国の動き
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・ 効率的な事業運営の観点から、国は様々な形で官民連携を推進

H28 ・ 【下水道事業】
汚泥有効利用施設の新設に際し、PPP／PFI手法の導入を原則と
することが交付金の交付要件化（H29～）

H３０ ・ 【水道事業】
水道法の改正時に、新たな事業運営手法としての「コンセッション方式
（公共施設等運営権方式）」が盛り込まれる

R４ ・ 【水道事業・下水道事業】
「PFI・PPP推進アクションプラン」（内閣府）において、水道・下水道の一定規
模以上の整備（給水人口10万人以上・事業費10億円以上）は、 PPP／PFI手法の
導入に関する「民間提案」を求めることが交付金の交付要件化（R6～）

R６ ・ 【下水道事業】
「PPP・PFI推進アクションプラン（令和６年改定）」において、新たに「管理・更新
一体マネジメント方式」を含めた「水の官民連携」※の活用が位置付けられる。
下水道事業において、「水の官民連携」の導入が交付金の交付要件化（R９～）

（※）令和６年改定時の名称は「ウォーターPPP」



本市でのこれまでの導入事例
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・ これまでに様々な形での官民連携を実施

個別委託（多くの業務） 包括的民間委託（２事例）

ＤＢＯ（１事例） ＰＦＩ（１事例）

【内容】
下水汚泥固形燃料化施設
の設計・建設・維持管理、
固形燃料化物の売却

【場所】
鳥羽水環境保全センター

【期間】
平成30年～令和23年
※施設稼働は令和３年～

【内容】
・京都市上下水道局総合
庁舎の設計・建設・維持管理
・旧本庁舎等の解体撤去
・総合庁舎及び旧本庁舎等の
資産活用

【場所】
京都市上下水道局総合庁舎
及び旧本庁舎等

【期間】
令和元年～１９年
※庁舎開庁は令和４年～

【内容】
下水道管路施設の維持管理全般
（巡視・点検、清掃、緊急対応、修繕等）

【場所】
きた下水道管路管理センター西部支所
みなみ下水道管路管理センター山科支所

【内容】
・ 水道メーター点検、開閉栓
・ 上下水道施設の運転管理・点検整備等
・ 設計、測量
・ 業務システム開発・保守
・ 警備、建物清掃 など多数

下水汚泥固形燃料化施設

固形燃料化物の売却

京都市上下水道局総合庁舎

旧本庁舎跡地（駐車場）

ＤＢ（１事例）

【内容】
汚泥焼却炉の建設

【場所】
鳥羽水環境保全センター

※現在施工中（～令和１０年）



現在検討中の官民連携
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・ 効率的・効果的で持続可能な事業運営を図るため、山間地域（京北・北部地域）の

下水道を対象に「水の官民連携」の導入を検討中

現在検討中の事業スキーム

■官民連携方式
管理・更新一体マネジメント方式
（レベル3.5）更新支援型

■事業期間
10年間（令和10～19年度）

■対象施設
・京北特定環境保全公共下水道
下水処理場、マンホールポンプ

・北部地域特定環境保全公共下水道
マンホールポンプ

■対象業務
・維持管理業務
（運転監視、保守点検、修繕、ユーティリティ調達等）

・更新計画案の策定

※このほか、京都府において、流域下水道事業を中心とした広域的な「水の官民連携」の導入を検討中（ｐ44参照）



運営施工
施工者
選定

官民連携に係る今後の方向性
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・ 今後、官民ともに担い手不足が見込まれる中、事業運営を持続させていくため、

効果的な官民連携を推進
・ 今後の事業量の増加に対する業務効率化のため、上下水道施設の大規模な整備・

更新においては、ＤＢ方式などの導入を進める。

今後の官民連携をどのように考えるか？

方向性
（案）

事業量の増加に対するＤＢ方式の導入イメージ

水環境保全センターの大規模施設
（汚泥焼却炉等）

・業務の効率化
・工期の短縮

□設計・施工分離発注方式

設計者
選定

設計

●ＤＢ方式

運営施工設計・施工者
選定

設計



外郭団体等との連携強化（京都市全体の動き）
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・ 「新京都戦略」においては、各団体との政策連携を強化するとともに、市政との関連

性が高い団体を「政策連携団体」に位置付ける方針が示された。

■ 新京都戦略（しごとの仕方改革編）（R7.3策定、R8.3改定）

外郭団体については、各団体が高い専門性や行政にはない柔軟性といった強み
を最大限に活かし、行政機能の補完だけにとどまらず、主体的に新たな市民サー
ビスを提供するなど活動の幅を広げることができるよう、課題の克服や強みを発
揮するため団体との連携を強化（「京都市グループ政策連携共創本部」のもと、
「政策連携団体」に位置付け）



京都市上下水道サービス協会
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・ 上下水道事業の運営協力のために昭和４８年に設立された財団法人（本市も出えん）

・ 京都市の水道・下水道事業を最前線で支え続けてきた「現場力」と「行政補完機能」が強み

組織の概要 主な業務

■名称
一般財団法人京都市上下水道サービス協会
（略称：ＫＪＳ）

■設立年月日
昭和48年3月28日
※ 前身は社団法人京都市公認水道協会協力部（S38発足）

■基本財産
2,000万円（うち京都市出えん額400万円(20％)）
※ 令和２年度までは出えん割合25％(市の外郭団体)

■常勤職員数
118名（令和8年4月1日現在）

■設立趣旨・目的
円滑な給水の確保、生活環境の改善及び公共用水

域の水質保全を図るため、京都市及び京都府内の地
方公共団体の実施する上下水道事業の運営に協力し、
もって市民福祉の向上に寄与することを目的とする。

漏水修繕作業 水道メーター関連作業 漏水調査作業

排水設備工事確認申請受付
及びしゅん工検査業務

その他汚水排出量認定
（井水認定）

水道・下水技術研修

施設調査業務 排水設備工事責任技術者
試験・登録・更新講習

貯水槽水道管理状況
調査・指導業務



政策連携に係る今後の方向性
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・ 京都市上下水道サービス協会を「政策連携団体」に位置付けたうえで、公共性の

確保と効率性の発揮の両立を図りながら、相互の強みをいかした一体的な事業運営
を目指す。

今後の京都市上下水道サービス協会との連携をどのように考えるか？

方向性
（案）

＜一体的な事業運営イメージ＞
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ＤＸの進展

19

・ 事業の運営を支える様々な技術の進化のスピードはこれまで以上に早くなっており、

ＩｏＴやＡＩ等のデジタル技術は市民生活の中にも確実に浸透
・ こうしたデジタル技術を活用して、業務の在り方を根本的に変革するＤＸ（Digital

Transformation）が、様々な分野で進展

出典：総務省 情報通信白書 for Kids

＜デジタル化の広がり＞



国の動き（上下水道DX推進検討会）
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・ 国土交通省は「上下水道ＤＸ推進検討会」においてＤＸ推進に係る具体的な方策の

検討を行うとともに、「上下水道ＤＸカタログ」などの実践ツールを公開

上下水道ＤＸ推進検討会 実践ツール（上下水道ＤＸカタログ）

■設置年月
令和６年１２月～令和７年６月
（委員１８名：浦上会長、京都市上下水道局職員が委員として参加）

■上下水道事業でのＤＸ推進の視点

■上下水道ＤＸカタログ（R8.3改定版）
メンテナンスの高度化・効率化に向けたデジタル

技術の導入を後押し（実用171事例、実証18事例を紹介）



本市のこれまでの取組内容
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・ これまでに各種手続きのオンライン化やデジタル技術を活用した利便性の高い

サービスの提供、ＩＣＴを活用したコスト縮減や業務効率化等を実施

京都市上下水道局アプリの導入申請・手続き等のデジタル化・オンライン化

指定給水装置事業者の申請や雨水貯留施設の設置助成金
申請等を局ホームページからオンラインで受付

水道・下水道の手続きをはじめ、過去の使用水量・
料金等の履歴照会等が可能なアプリを導入・提供

ＩＣＴ(ホームページ、ＳＮＳ等)を活用した情報発信

局ホームページをはじめ、Ｘやfacebook等を活用して
京都市の水道・下水道に関する情報を発信

ＩＣＴを活用したコスト縮減・業務効率化

クラウドサービスの活用、ペーパーレスの推進、
リモート勤務／モバイルワーク環境の整備等を実施

モバイルワーク クラウドサービスの活用



ＤＸに係る今後の方向性と取組イメージ①
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・ 上下水道事業のあらゆる業務、環境、場面において、その時代のニーズに合った

最新の技術や新たなサービスを積極的に取り入れる。
・ これらの導入により、業務の効率化はもとより、事業をレベルアップ（高度化）

することで、将来の担い手不足にも対応できるようにする。

今後のＤＸの推進をどのように考えるか？

方向性
（案）

より利便性の高いお客さまサービスの実施に向けて・・・

※取組イメージについては、構想段階の内容も含んでいます。

お客さまコミュニケーション 電子申請の拡大 業務の効率化

デジタル技術の活用によりお客さまとの接
点を増加させ、場所にとらわれず様々な申
請や問合せ、必要な情報の取得が可能に

工事申請等に係る電子申請システムを導入
し、申請者の利便性向上・官民双方の業務
効率化を図る

クラウドサービスをはじめとした新たな
技術を活用し、業務フローの見直しや事務
手続きのデジタル化、オンライン化を推進

内部の事務は・・・

Ｐ26参照



ＤＸに係る今後の方向性と取組イメージ②
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効率的な改築・更新

・管内をカメラで撮影した画像データを分析（画像認識ＡＩ等）
して劣化判定を行い、管路の点検・維持管理に活用

・新技術を活用した効率的・効果的な点検・維持管理

水道・下水道の管路・施設の高度な運用管理に向けて・・・

効率的な点検・維持管理

・ＡＩやビッグデータによる施設・管路の老朽度診断の結果や新技
術を活用した点検・調査結果を改築・更新計画策定に活用

・新技術を活用した効率的な設計・施工管理の実施

最適な水処理と水運用

・水道スマートメーターをはじめとするIoT技術導入による水量
等の情報分析・活用

・各種データのＡＩ学習による最適な水処理・水運用の実施

高画質管口カメラ(左) AIによる劣化判定（右）

情報基盤の整備

管路や施設の情報を現場で閲覧できるシステムの整備や、現場の
画像と維持管理データや台帳データを連携させた仕組みを構築

水道スマートメーター ※取組イメージについては、構想段階の内容も含んでいます。

システム
画面（例）

水道メーター

通信端末

水道メーター

通信端末

水質管理・運転管理 水運用

ポンプ

バルブ

水圧

配水量

薬液注入

水質

Ｐ26参照

Ｐ25参照Ｐ24参照



具体的な取組事例①
（ＡＩによる更新優先順位を活用した管路更新計画の策定）

24

・ 長年にわたる管路更新事業で培った職員が持つ知識・ノウハウと、多様な環境データ

とAI技術を活用した評価手法を用いた高度な更新優先度の順位付けを融合
・ より効率的・効果的な水道管路の更新計画の策定が可能に

・ＡＩ技術を活用し、管路の老朽度や地震時の管路の
被害を予測

・老朽化や地震被害による漏水に伴う断水時の影響の
大きさなどを予測

・漏水リスクや断水時の影響を基に管路の更新優先
順位付け

・優先順位に基づく更新による効果を確認し、効果の
高い管路を選定

 

多様な環境データとＡＩ技術を活用した評価手法を用いた
高度な更新優先度の順位付け

鉄管モデル（固有技術）

腐食調査データ
（クボタが保有）

環境ビッグデータ

：管路

腐食速度

大

小

腐食調査実施位置

長 年 に わ た る
管 路 更 新 事 業 で
培 っ た 職 員 が 持 つ
知 識 ・ ノ ウ ハ ウ

更新対象管の選定

現場状況の把握

工事の工区割

事業費の算出

より効率的・効果的な水道管路の更新計画の策定が可能に



具体的な取組事例②
(ＡＩ×高画質管口カメラ調査による下水道管の劣化判定システム)

25

画像が劣化判定に使用できるかを撮影
直後にAIが判断。不鮮明な画像は「そ
の場で再撮影」を指示し、撮影画像の
品質を確保

令和７年度(第１８回)国土交通大臣賞
（循環のみち下水道賞）受賞

概要

・ 高画質管口カメラ調査の画像をAI判定し、下水道管の不具合を効率的に把握

・ 維持管理における課題（老朽管増大・高額な点検費用・担い手不足）の解決を支援

・ 下水道管路内の状態把握を効率化するため、「高画質管口カメラ」で撮影された
画像に対して、現場での撮影品質を確保する「画像良否判定ツール」と、劣化度を
定量的かつ均一に評価する「管内劣化判定ツール」の２種類のAIツールを適用

・ 短時間での調査、AI画像判定による大量処理が可能。調査機器も安価で従来調査
より少ない人数で実施可。

高画質カメラ

望遠LEDライト

広角ライト
管口カメラ調査

望遠LED・広角ライトを備えた「高画質
管口カメラ」をマンホールに挿入し、
マンホールに入らずに短時間で管内を
鮮明に撮影

下水道管内撮影 画像良否判定AI 劣化判定AI

撮影画像データを、６つの判定項目に
基づき、下水道管の劣化度合を５段階
で判定

より効率的・効果的な点検・維持管理が可能に

管口カメラによる撮影画像 AIによる判定結果



具体的な取組事例③
（水道スマートメーター:仕組みと導入効果）

26

・ 水道スマートメーターは「通信機能を備えた水道メーター」

・ 使用水量の見える化などのお客さまサービスの向上のほか、検針業務の効率化や施設
の維持管理の高度化などの効果が見込まれる。

通信方針は複数あり、各水道事業者が様々な方法で試行実施

従来の水道メーター

２か月ごとに
検針員による目視検針

スマートメーター

通信機能を備えた水道メーター
検針員が現地に赴くことなく自動で検針

通信端末

その他通信網

【特定小電力無線】

Sigfox、LoRaWAN など

インフラ事業者通信網

電力 都市ガス
プロパンガス

携帯通信網

■ 水道スマートメーターの仕組み

■ 水道スマートメーターの導入効果



具体的な取組事例③
（水道スマートメーター:導入に向けた京都市の取組）

27

・ これまでに山間地域での通信試験や試験導入等を実施

・ 令和７年度に関西電力送配電と協定を締結し、電力通信網を利用した共同検針を採用

取組内容

Ｈ２９ 公益財団法人 水道技術研究センターが主催するスマートメータープロジェクトに参画

Ｈ３０ 局内の水道スマートメータープロジェクトを発足、山間地域における無線通信試験と試験的導入

Ｒ２ ボックス周辺環境の変化による通信電波強度試験

Ｒ７
「電力スマートメーター通信網を活用した水道使用量の自動検針の実施に係る協定書」
（基本協定）を関西電力送配電株式会社と締結（R8.2.27）



具体的な取組事例③
（水道スマートメーター:導入に向けた京都市の取組）

28

・ 令和８年～１０年度には、国の交付金も活用し、山間地域の全域・市街地の一部開発

地へのスマートメーターの設置・電力通信網を利用した共同検針を実施予定

取組内容

Ｒ８
地域未来交付金（デジタル実装型TYPEA）交付決定
山間地域及び市街地の一部開発地（伏見工業高校跡地）に設置開始予定（Ｒ８から３年間）

設置箇所①：山間地域全域（約5,000戸） 設置箇所②：市街地の一部開発地（約600戸）

伏見工業高校跡地（京都市伏見区：脱炭素仕様の住宅街区の創出）



具体的な取組事例③
（水道スマートメーター:今後の方向性）

29

・ 令和８年度から３か年にわたり実施する電力会社との共同検針手法による水道自動

検針の実運用や検証を着実に進め、技術的知見と運用ノウハウを蓄積する。

・ 実証結果から得られた、費用・技術的課題、業務効率化、市民のメリット等を検証

し、全戸設置を含め、水道スマートメーター導入拡大の検討を加速化させる。

短期
フェーズ

電力共同検針による
山間地域等への導入

中期
フェーズ

市街地への
導入拡大

長期
フェーズ

全戸導入 ・課題を着実に解決・解消
・全戸導入に向けた最終的な

本導入プロセスを確立

・地理的条件が厳しく、導入効果の高い山間地
から導入を開始

・共同検針による実環境下での基礎的な検針
データの蓄積と課題の洗い出し

・特定のエリアや建物に対象範囲を拡大
・多種多様な環境下での更なる導入と

技術・運用の本格的な検証

水道スマートメーターの効果を活かした
お客さまサービスの向上、事業運営の
効率化・高度化を推進
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水道事業の広域連携（京都水道グランドデザイン）

31

・ 2018年(H30)の水道法改正により、都道府県の責務として広域連携の推進を位置付け

・ 京都府は「京都水道グランドデザイン」に基づき取組を推進

京都水道グランドデザイン 水道事業の３つの圏域

平成30年11月策定（令和5年3月改定）

計画期間：2019（H30）～2028（R10）年度

※国の要請の「水道広域化推進プラン」を兼ねるもの

＜取組方針＞

◆ 府域を３つの圏域に分け、広域連携を検討
※ 京都市は南部圏域

◆ 府は地域の実情に応じた広域連携の検討が進
められるようリーダーシップを発揮して推進役
としての役割を果たしていくとともに、京都市
や府営水道、中核的な事業者の協力も得ながら、
市町村の広域化の取組に対する支援等を行う。

◆ 京都市や府営水道、中核的な事業者は、府と
ともにリーダーシップを発揮し、圏域内のみな
らず府内全域に向けた技術支援、情報交換や調
査・研究等、広域連携を先導する役割が期待さ
れる。



広域連携の取組事例（水道）①

32

・ 本市の取組として、これまでに京都府と連携した府内水道事業体向けの技術研修や

府内水道事業体を対象とした水道水の異物検査の受託等を実施

府内水道事業体向けの技術研修 水道水の異物検査の受託

本市の水道技術研修施設を活用して、府と共同研

修を実施することで、府内市町の水道従事者の技術

力向上を図っている。

水道水の水質検査について、京都市の検査設備を

活用し、府内市町からのニーズに応じて検査の受託

を実施。

府内市町 府内市町京都市



広域連携の取組事例（水道）②

33

・ これまでに緊急時における水の相互融通が可能となる整備を行ってきたほか、今年度

には人工衛星を活用した漏水調査の共同発注（府内14自治体）を実施

人工衛星を活用した漏水調査の共同発注

府内１４自治体での共同発注（府とりまとめ）で

のスケールメリットを活かして実施(R8）。漏水調査

実施後に、京都市から参加事業体に技術支援を行う。

緊急時における水の相互融通

事業体間をつなぐ連絡管の整備を実施し、事故・

災害等の緊急時における速やかな水の相互融通が可

能なシステムを構築。



下水道事業の広域連携（京都府水環境構想２０２２）

34

・ 下水道事業においても、都道府県が主体となり広域連携を推進

・ 京都府は「京都府水環境構想２０２２」に基づき取組を推進

京都府水環境構想２０２２ 下水道事業の３つのブロック

令和5年3月策定

計画期間：2023（R5）～2042（R24）年度

※国の要請の「広域化・共同化計画」を兼ねるもの

＜取組方針＞

◆ 府域を３つのブロックに分け､広域連携を検討
※ 京都市は中部ブロック

◆ ハード連携
・ 短期的には、各自治体内の農業集落排水施

設の下水道接続等を推進し、事業を最適化
・ 中長期的な視点では、人口減少を踏まえた

汚水・汚泥処理の広域化・共同化について、
府内市町村と検討を進める。

◆ ソフト連携
・ 災害時対応の共同化の更なる検討に加え、

維持管理や人材育成の共同化等について検討
を進める。



広域連携の取組事例①（下水道）

35

・ 京都府の２つの流域下水道（桂川右岸流域下水道／木津川流域下水道）に参画し、

地理的条件等を踏まえた効率的な汚水処理を実施

京都府の流域下水道への参画

京都府が管理している桂川右岸流域下水道及び木津川流域下水

道に参画し、地形的条件等を踏まえた効率的な汚水処理を実施。

桂川右岸流域下水道 木津川流域下水道

供用開始年 昭和５４年 昭和６１年

関連市町
京都市、向日市、

長岡京市、大山崎町

京都市、宇治市、

城陽市、八幡市、

京田辺市、木津川市、

久御山町、井手町

浄化センター 洛西浄化センター 洛南浄化センター

京都市の

処理区域内人口

(令和7年度末)

195,700人

（市全体の約14％）

26,500人

（市全体の約2％）

京都府
流域下水道

桂川右岸流域下水道では、汚水処理だけでなく、
京都市、向日市、長岡京市にまたがる地域の浸水対策として
「いろは呑龍（どんりゅう）トンネル」（雨水幹線）を整備



広域連携の取組事例②（下水道）

36

・ これまでに旧京北町における「上弓削農業集落排水事業」の「京北特定環境保全公共

下水道事業」への統合や、隣接する市町と相互に汚水の受入れを実施

京都市上弓削農業集落排水事業の統合 近隣市町との汚水の相互受入れ

近隣市町と隣接する一部の地域では、地理的条件を

踏まえながら、市町境を越えて汚水を相互に受け入れ

るなど、効率的な汚水処理を実施。

上弓削農業集落排水事業（産業観光局所管）を廃

止し、京北特定環境保全公共下水道に接続すること

により、効率的な汚水処理を実施。

京北出張所

農業集落排水
汚水処理施設

農業集落排水処理区域

弓削川

知谷川

筒江川

桂川

京北特定環境保全公共下水道
汚水処理施設

京北特定環境公共下水道処理区域

桂川



広域連携に係る今後の方向性

37

・ 京都府・近隣自治体と連携し、地域の実情を踏まえた最適な上下水道システム

への再構築を目指す。

今後の上下水道事業の広域連携をどのように考えるか？（１）

方向性
（案）

自然流下

自然流下
ポンプ

ポンプ 自然流下

自然流下

最適な上下水道システムへの再構築
（水道事業における取組例）

■ 施設の統廃合（最適配置）

・老朽化した施設の更新費用を削減
・自然流下系の浄水場に集約し環境負荷を低減
・地域全体の水需要に応じ施設規模を適正化

（余剰能力の活用）

■ 連絡管の整備による相互融通

・事故や災害などの緊急時に備え、連絡管の
整備により他系統から水を相互融通

（出典）国土交通省資料（令和８年度上下水道関係予算の概要）を一部加工



広域連携に係る今後の方向性

38
水道技術研修施設の概要（京都市上下水道局太秦庁舎）

業務の

共同発注

新技術・DX

の活用

業務の

効率化

業務

業務

業務

業務
業務

・ 近隣自治体への技術支援による、地域全体としての持続可能性の向上を目指す。

（具体的な取組事例）
・ 技術研修施設の活用等による技術力の維持・向上

・ 業務の共同化や新技術活用による業務の効率化

・ 災害時における連携強化

今後の上下水道事業の広域連携をどのように考えるか？（２）

方向性
（案）
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広域連携



審議会で議論いただきたい事項

今後の事業運営手法について

・ 今回お示しした３つの事業運営手法（官民連携・政策連携、ＤＸ、広域連携）の

現状や今後の方向性に関する御意見、御質問

議論いただきたい事項

40



参考資料

41



国の上下水道施策の方向性（国交省：あり方検討会）

上下水道政策の基本的なあり方検討会（国交省）の第１次とりまとめでは、今後

の方向性の１つとして「適切な投資・経営計画」の考え方が示されている。

出典：国土交通省資料（上下水道政策の基本的なあり方検討会）

42



国の上下水道施策の方向性（国交省：あり方検討会）

第２次とりまとめでは、「複数自治体による一体的事業運営」、「集約型・分散型

のベストミックスによる施設の最適配置」の考え方が示されている。

43
出典：国土交通省資料（上下水道政策の基本的なあり方検討会）



【官民連携】流域下水道事業を中心とした広域的な水の官民連携

44

京都府において
現在検討中の
実施スキーム



【ＤＸ】水道スマートメーター（導入課題）

45

・ 従来の水道メーターと比べ、導入コストが高額であることや通信の安定確保が課題

従来型水道メーター
（20㎜、1個当たり）

スマート水道メーター
（20㎜、1個当たり）

本体価格
（円/個） 3,500 23,700

取替費用
（円/回） 3,700 4,000

検針委託単価
（円/年） 700 0

通信費
（円/年） 0 1,400

1年で換算した
コスト 1,600 4,863

【参考】 スマートメーターの概算額（日本水道協会の概算）

※ 全国6,000万個設置された場合の概算額
※ 単純化された計算による概算額であるため、実態とは異なる。

課
題
①

導
入
コ
ス
ト
が
高
額

課
題
②

通
信
の
安
定
確
保

建物等の障害物や山間部の入り組んだ地形も
通信の弊害になりやすい

水道メーターは地中に設置されるため、
電波が減衰しやすい

（円）



【ＤＸ】水道スマートメーター（国・他都市の動向）

46

・ 国は水道スマートメーターの普及促進を重点施策として位置付け、財政支援

・ 他都市では、全戸普及を見据えた計画策定に着手する水道事業体も見られる。

・第６次社会資本整備重点計画
水道スマートメーターの普及促進を重要施策として位置付け
（令和８年１月１６日 閣議決定）

水道スマートメーター導入率（KPI）

Ｒ５ Ｒ１２

０．２％ ７．０％

・地域未来交付金
デジタル技術を用いた地域の課題解決を直接支援

   する交付金

◎重要施策への位置付け

国の動向

◎財政支援

他都市の動向

・上下水道ＤＸ推進事業
データの利活用による効率的な施設管理やサービス

    向上など、上下水道分野のDX（デジタル変革）を国が
    支援する事業

・デジタル活用推進事業債
スマート化やシステム刷新に必要な財源を、地方債で

    計画的かつ安定的に調達

■東京都
・令和７年度から10年度までの４年間で約100万個の
スマートメーターを設置
・2030年代の全戸導入に向けて、取組を加速

■大阪市
・先行導入を通じて調達方法や通信方法、メーターの型式を
研究
・2030年代の全戸導入に向けた取組を戦略的に進める

■横浜市
・令和７年度から電力スマートメーター通信網を用いた共同
検針で水道スマートメーターを約1,000個設置予定
・令和 10 年度から市内全域への導入を開始

■名古屋市
・令和８年度から令和１０年度の３年間で検針困難箇所など
４７５個の水道スマートメーターを導入予定
・2030年代半ばを目途に経営状況などを踏まえた適切な
タイミングで全戸への導入に着手
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【蹴上浄水場】
・施設能力 198,000㎥/日
・明治45年供用開始
〈最高区〉
・配水池容量 9,900㎥
・Ｈ.Ｗ.Ｌ 133.0m
〈高区〉
・配水池容量 27,880㎥
・Ｈ.Ｗ.Ｌ 110.61m
〈低区〉
・配水池容量 21,170㎥
・Ｈ.Ｗ.Ｌ 75.45m

【新山科浄水場】
・施設能力 362,000㎥/日
・昭和45年供用開始
〈高区〉
・配水池容量 43,000㎥
・Ｈ.Ｗ.Ｌ 115.0m
〈低区〉
・配水池容量 76,400㎥
・Ｈ.Ｗ.Ｌ 75.0m

【松ケ崎浄水場】
・施設能力 173,000㎥/日
・昭和2年供用開始
〈特最高区〉
・配水池容量 10,068㎥
・Ｈ.Ｗ.Ｌ 155.0m
〈最高区〉
・配水池容量 23,117㎥
・Ｈ.Ｗ.Ｌ 133.55m
〈高区〉
・配水池容量 27,449㎥
・Ｈ.Ｗ.Ｌ 110.0m

令和6年度末時点
※府営水道施設のH.W.L(施設の満水時の水位標高）は府営水道ビジョンから引用
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